
(様式17)

(1) 補助内容

法律 □ 条例 □ 規則 □ □ 要綱 ■

国 ■ (10/10) 府 □ (　　) □ (　　) 無 □

国 □ (　　) 府 □ (　　) □ (　　) 無 ■

□ □ 無 ■

有 □ 無 ■

有 □ 無 ■ 有の場合
その理由

(2) ガイドラインにおける基本的視点

1

2

3

4

(3) 補助効果の測定

「公平性」(他団体や市民との間で公平
であり、交付先が適正に決定されてい
る)

全ての障がい福祉サービスを行う事業所・施設等において起こり
うる状況であるため、公平性は保たれている。

効果測定方法 感染拡大を防止し、障がい福祉サービスの安定した提供体制の確保

「必要性」(目的・内容に、補助を行うに
足りる公益性が認められる)

障がい福祉サービスを行う事業所・施設等が、感染機会を減らし
つつ必要な障がい福祉サービスを継続して提供する為には、通常
想定されないかかり増し経費への支援が必要である。

「妥当性」(対象経費や金額、補助率が
妥当かつ明確である)

国要綱に基づき、新型コロナウィルス感染症対策として事業を実
施しているため妥当である。

「有効性」(補助効果があり、他の手法
でなく補助によることが施策目的実現
に最適である)

通常時では想定されないかかり増し経費を補助することで、障が
い福祉サービス事業所等のサービス継続を支援するという事業
目的実現に最適である。

市民の参画

再補助の有無

基本的視点 説明

性質別分類 その他事業補助

終　　期 令和３年度

公　　募 有(提案型) 有(提案型以外)

財源の有無 その他( 　　　　　)

本市以外からの直接補助 その他( 　　　　　)

交付先の分類 法人

根拠規定等 契約・債務負担行為等

法律・条例等の名称

補助率等 補助基準額、上限：交付要綱別表参照(※1)　　補助率：10/10（国10/10）

３算定額及び積算

・対象事業所見込数　260事業所・・・①
・補助金平均単価　703千円・・・②
・補助率10/10・・・③
①×②×③＝182,780千円(令和３年度予算算定額)

事業開始年度 令和２年度 交付方法 通常払い（補助金額確定後）

交付先 障がい福祉サービス等事業者

交付目的

障がい福祉サービス施設・事業所等が、関係者との連携の下、感染機会を減
らしつつ、必要な障がい福祉サービス等を継続して提供できるよう、通常の障
がい福祉サービス等の提供時では想定されない、かかり増し経費等に対して
支援を行うことを目的とする。

事業の概要

障がい福祉サービス施設・事業所における感染症対策の徹底のため、
・事業所・施設等の消毒・清掃費用・マスク、手袋、体温計等の衛生用品の購
入費用・事業継続に必要な人員確保のための職業紹介料、（割増）賃金・手
当、旅費・宿泊費等、必要となるかかり増し費用を支援する

名　　称 障がい福祉サービス継続支援事業補助金

新規補助金概要シート

番　　号 所　　管 福祉局障がい者施策部障がい福祉課



(様式17)

(1) 補助内容

法律 □ 条例 □ 規則 □ □ 要綱 ■

国 ■ (1/2) 府 □ (　　) □ (　　) 無 □

国 □ (　　) 府 □ (　　) □ (　　) 無 ■

□ □ 無 ■

有 □ 無 ■

有 □ 無 ■ 有の場合
その理由

(2) ガイドラインにおける基本的視点

1

2

3

4

(3) 補助効果の測定

「公平性」(他団体や市民との間で公平
であり、交付先が適正に決定されてい
る)

施設内における新型コロナウィルス感染症対策により、利用者、
職員の感染リスク軽減に努める。

効果測定方法 対象施設の整備数

「必要性」(目的・内容に、補助を行うに
足りる公益性が認められる)

新型コロナウィルス感染症について、障がい者支援施設における集団
感染が継続して発生しており、利用者、職員等に対しての適切な感染対
策をとるための対策を引き続き実施していく必要がある。

「妥当性」(対象経費や金額、補助率が
妥当かつ明確である)

国要綱に基づき、新型コロナウィルス感染症対策として事業を実
施しているため妥当である。

「有効性」(補助効果があり、他の手法
でなく補助によることが施策目的実現
に最適である)

新型コロナウィルス感染症に関して、施設内で感染者が発生した
場合、障がい者支援施設において、隔離部屋の設置確保等ハー
ド面の補助効果が見込める。

市民の参画

再補助の有無

基本的視点 説明

性質別分類 施設整備事業補助

終　　期 令和３年度

公　　募 有(提案型) 有(提案型以外)

財源の有無 その他( 　　　　　)

本市以外からの直接補助 その他( 　　　　　)

交付先の分類 法人

根拠規定等 契約・債務負担行為等

法律・条例等の名称

補助率等
簡易陰圧機等：　　　補助基準額：—　補助率：3/4（上限—）
多床室の個室化：　  補助基準額：—　補助率：3/4（上限—）

３算定額及び積算

簡易陰圧機等：補助対象経費5,760千円×3事業所(令和2年度実績)×補助
率3/4＝12,960千円
多床室の個室化：補助対象経費8,576千円(令和2年度実績)×3事業所(令和2
年度実績)×補助率3/4＝19,296千円(補助上限—)

事業開始年度 令和2年度 交付方法 通常払い（補助金額確定後）

交付先 障がい者支援施設等

交付目的
障がい者支援施設等において、新型コロナウイルスの感染が疑われる者が発生した
場合に備え、個室化に要する改修費及び、簡易陰圧装置、換気設備の設置に要する
改修費について補助することにより、新型コロナウイルスの感染拡大を防止を図る

事業の概要
事業継続が必要な障がい者支援施設等において、新型コロナウイルスの感染拡大
防止のための個室化に要する改修費及び、簡易陰圧装置、換気設備の設置に要す
る改修費について3/4を補助する。

名　　称 障がい者支援施設等の個室化改修等支援事業補助金

新規補助金概要シート

番　　号 所　　管 福祉局障がい者施策部障がい福祉課



(様式17)

(1) 補助内容

法律 □ 条例 □ 規則 □ □ 要綱 ■

国 □ (　　) 府 ■ (10/10) □ (　　) 無 □

国 □ (　　) 府 □ (　　) □ (　　) 無 ■

□ □ 無 ■

有 □ 無 ■

有 □ 無 ■ 有の場合
その理由

(2) ガイドラインにおける基本的視点

1

2

3

4

(3) 補助効果の測定

名　　称 介護施設等の看取り環境整備費補助金

新規補助金概要シート

番　　号 所　　管 福祉局高齢者施策部高齢施設課

交付先 社会福祉法人等

交付目的
介護施設等における看取り対応できる環境を整備するため、看取り環境整備
を実施する法人に対して補助を実施することにより、施設利用者の環境整備
を図る

事業の概要
看取り環境整備に要する工事費又は工事請負費等（補助上限：3,500千円/
施設）

３算定額及び積算
補助対象経費3,500千円(補助上限3,500千円/施設)×16施設×補助率100％
＝56,000千円　補助金額56,000千円(令和３年度予算算定額)

事業開始年度 令和３年度 交付方法 通常払い（補助金額確定後）

根拠規定等 契約・債務負担行為等

法律・条例等の名称

補助率等 補助基準額：－、補助率：100％（上限：3,500千円/施設）

財源の有無 その他( 　　　　　)

本市以外からの直接補助 その他( 　　　　　)

交付先の分類 法人

性質別分類 施設整備事業補助

終　　期 令和５年度

公　　募 有(提案型) 有(提案型以外)

市民の参画

再補助の有無

基本的視点 説明

「公平性」(他団体や市民との間で公平
であり、交付先が適正に決定されてい
る)

全事業者に補助申請にかかる希望調査を行い、すべての
希望者の整備補助について府と協議を行っているため

効果測定方法 対象施設の看取り環境整備数

「必要性」(目的・内容に、補助を行うに
足りる公益性が認められる)

終末期にある利用者に対し、安らかな人生の最後を迎える
ための環境を整備する必要がある。

「妥当性」(対象経費や金額、補助率が
妥当かつ明確である)

看取り環境整備に要する、対象経費や補助率、補助上限
が府要綱において定められており、整備に必要な額を助成
しているため妥当である。

「有効性」(補助効果があり、他の手法
でなく補助によることが施策目的実現
に最適である)

民間法人が運営する施設に補助することにより、高齢者施
設等の環境整備が促進され高齢者福祉の向上が期待でき
る。



(様式17)

(1) 補助内容

法律 □ 条例 □ 規則 □ □ 要綱 ■

国 □ (　　) 府 ■ (10/10) □ (　　) 無 □

国 □ (　　) 府 □ (　　) □ (　　) 無 ■

□ □ 無 ■

有 □ 無 ■

有 □ 無 ■ 有の場合
その理由

(2) ガイドラインにおける基本的視点

1

2

3

4

(3) 補助効果の測定

名　　称 介護職員の宿舎施設整備費補助金

新規補助金概要シート

番　　号 所　　管 福祉局高齢者施策部高齢施設課

交付先 社会福祉法人等

交付目的
介護人材（外国人を含む）を確保するため、宿舎整備を実施する法人に対し
て補助を実施することにより、介護職員が働きやすい環境整備を図る

事業の概要

宿舎整備を実施する社会福祉法人等に対して、宿舎整備に要する工事費又
は工事請負費等の1/3を補助する（補助上限：－）
・補助対象は、対象施設等の職員数分の定員規模までであって、１定員あた
りの延床面積（バルコニー、廊下、階段等共用部分を含む）33㎡以下。

３算定額及び積算
補助対象経費1,373,000千円×1/3（補助率）≒457,666千円
補助金額457,666千円(令和３年度算定額)

事業開始年度 令和３年度 交付方法 通常払い（補助金額確定後）

根拠規定等 契約・債務負担行為等

法律・条例等の名称

補助率等 補助基準額：－、補助率：1/3（上限：－）

財源の有無 その他( 　　　　　)

本市以外からの直接補助 その他( 　　　　　)

交付先の分類 法人

性質別分類 施設整備事業補助

終　　期 令和５年度

公　　募 有(提案型) 有(提案型以外)

市民の参画

再補助の有無

基本的視点 説明

「公平性」(他団体や市民との間で公平
であり、交付先が適正に決定されてい
る)

全事業者に補助申請にかかる希望調査を行い、すべての
希望者の整備補助について府と協議を行っているため

効果測定方法 対象施設の宿舎整備数

「必要性」(目的・内容に、補助を行うに
足りる公益性が認められる)

介護人材を確保するため、介護施設等で働く介護職員用
の宿舎を整備する必要がある。

「妥当性」(対象経費や金額、補助率が
妥当かつ明確である)

宿舎整備に要する、対象経費や補助率が府要綱において
定められており、整備に必要な額を助成しているため妥当
である。

「有効性」(補助効果があり、他の手法
でなく補助によることが施策目的実現
に最適である)

民間法人が運営する施設に補助することにより、介護職員
の働きやすい環境整備が促進され高齢者福祉の向上が期
待できる。



(様式17)

(1) 補助内容

法律 □ 条例 □ 規則 □ □ 要綱 ■

国 □ (　　) 府 ■ (10/10) □ (　　) 無 □

国 □ (　　) 府 □ (　　) □ (　　) 無 ■

□ □ 無 ■

有 □ 無 ■

有 □ 無 ■ 有の場合
その理由

(2) ガイドラインにおける基本的視点

1

2

3

4

(3) 補助効果の測定

名　　称 介護施設等における個室化改修事業補助金

新規補助金概要シート

番　　号 所　　管 福祉局高齢者施策部高齢施設課

交付先 社会福祉法人等

交付目的

介護施設等において、新型コロナウイルスの感染が疑われる者が複数発生し
て多床室に分離する場合に備え、感染が疑われる者同士のスペースを空間
的に分離するための個室化に要する改修費について補助することにより、新
型コロナウイルスの感染拡大を防止を図る

事業の概要
個室化改修事業を実施する社会福祉法人等に対して、多床室の新型コロナウ
イルスの感染拡大防止のための個室化改修に要する工事費又は工事請負費
等（補助上限：１定員あたり978千円）

３算定額及び積算
補助対象経費978千円(補助上限978千円/床)×482床×補助率100％＝
471,396千円　補助金額471,396千円(令和３年度予算算定額)

事業開始年度 令和２年度 交付方法 通常払い（補助金額確定後）

根拠規定等 契約・債務負担行為等

法律・条例等の名称

補助率等 補助基準額：978千円/床、補助率：100％（上限：－）（国費10/10）

財源の有無 その他( 　　　　　)

本市以外からの直接補助 その他( 　　　　　)

交付先の分類 法人

性質別分類 施設整備事業補助

終　　期 令和３年度

公　　募 有(提案型) 有(提案型以外)

市民の参画

再補助の有無

基本的視点 説明

「公平性」(他団体や市民との間で公平
であり、交付先が適正に決定されてい
る)

全事業者に補助申請にかかる希望調査を行い、すべての
希望者の整備補助について国と協議を行っているため

効果測定方法 対象施設の個室化整備数

「必要性」(目的・内容に、補助を行うに
足りる公益性が認められる)

介護施設等において、新型コロナウイルス感染症拡大を防
止する観点から、空間的に分離するため個室化整備する必
要がある。

「妥当性」(対象経費や金額、補助率が
妥当かつ明確である)

府要綱に基づき、新型コロナウィルス感染症対策として事
業を実施しているため妥当である。

「有効性」(補助効果があり、他の手法
でなく補助によることが施策目的実現
に最適である)

民間法人が運営する施設に補助することにより、施設利用
者の感染拡大の防止が期待できる。



(様式17)

(1) 補助内容

法律 □ 条例 □ 規則 □ □ 要綱 ■

国 □ (　　) 府 ■ (10/10) □ (　　) 無 □

国 □ (　　) 府 □ (　　) □ (　　) 無 ■

□ □ 無 ■

有 □ 無 ■

有 □ 無 ■ 有の場合
その理由

(2) ガイドラインにおける基本的視点

1

2

3

4

(3) 補助効果の測定

「公平性」(他団体や市民との間で公平
であり、交付先が適正に決定されてい
る)

全事業者に補助申請にかかる希望調査を行い、すべての
希望者の整備補助について国と協議を行っているため

効果測定方法 対象施設の簡易陰圧装置数

「必要性」(目的・内容に、補助を行うに
足りる公益性が認められる)

介護施設等において、新型コロナウイルス感染症拡大を防
止する観点から、簡易陰圧装置を設置する必要がある。

「妥当性」(対象経費や金額、補助率が
妥当かつ明確である)

府要綱に基づき、新型コロナウィルス感染症対策として事
業を実施しているため妥当である。

「有効性」(補助効果があり、他の手法
でなく補助によることが施策目的実現
に最適である)

民間法人が運営する施設に補助することにより、施設利用
者の感染拡大の防止が期待できる。

市民の参画

再補助の有無

基本的視点 説明

性質別分類 施設整備事業補助

終　　期 令和３年度

公　　募 有(提案型) 有(提案型以外)

財源の有無 その他( 　　　　　)

本市以外からの直接補助 その他( 　　　　　)

交付先の分類 法人

根拠規定等 契約・債務負担行為等

法律・条例等の名称

補助率等 補助基準額：4,320千円/台、補助率：100％（上限：－）

３算定額及び積算
補助対象経費4,320千円(補助上限4,320千円/台)×91床×補助率100％＝
393,120千円　補助金額393,120千円(令和３年度算定額)

事業開始年度 令和２年度 交付方法 通常払い（補助金額確定後）

交付先 社会福祉法人等

交付目的
介護施設等において、新型コロナウイルスの感染が疑われる者が発生した
場合に備え、居室に簡易陰圧装置を設置する改修費を補助することにより、
新型コロナウイルスの感染拡大を防止を図る

事業の概要
介護施設等を運営する社会福祉法人等に対して、簡易陰圧装置の設置に要
する工事費等（補助上限：１台あたり4,320千円）

名　　称 介護施設等における簡易陰圧装置設置事業補助金

新規補助金概要シート

番　　号 所　　管 福祉局高齢者施策部高齢施設課



(様式17)

(1) 補助内容

法律 □ 条例 □ 規則 □ □ 要綱 ■

国 ■ (10/10) 府 □ (　　) □ (　　) 無 □

国 □ (　　) 府 □ (　　) □ (　　) 無 ■

□ □ 無 ■

有 □ 無 ■

有 □ 無 ■ 有の場合
その理由

(2) ガイドラインにおける基本的視点

1

2

3

4

(3) 補助効果の測定

「公平性」(他団体や市民との間で公平
であり、交付先が適正に決定されてい
る)

全事業者に補助申請にかかる希望調査を行い、すべての
希望者の整備補助について国と協議を行っているため

効果測定方法 対象施設の換気設備整備数

「必要性」(目的・内容に、補助を行うに
足りる公益性が認められる)

介護施設等において、新型コロナウイルス感染症拡大を防
止する観点から、換気設備を設置する必要がある。

「妥当性」(対象経費や金額、補助率が
妥当かつ明確である)

国要綱に基づき、新型コロナウィルス感染症対策として事
業を実施しているため妥当である。

「有効性」(補助効果があり、他の手法
でなく補助によることが施策目的実現
に最適である)

民間法人が運営する施設に補助することにより、施設利用
者の感染拡大の防止が期待できる。

市民の参画

再補助の有無

基本的視点 説明

性質別分類 施設整備事業補助

終　　期 令和３年度

公　　募 有(提案型) 有(提案型以外)

財源の有無 その他( 　　　　　)

本市以外からの直接補助 その他( 　　　　　)

交付先の分類 法人

根拠規定等 契約・債務負担行為等

法律・条例等の名称

補助率等 補助基準額：4千円/㎡、補助率：100％（上限：－）

３算定額及び積算
補助対象経費4千円(補助上限4千円/㎡)×3,596.72㎡×補助率100％≒
14,386千円　補助金額14,386千円(令和３年度予算算定額)

事業開始年度 令和２年度 交付方法 通常払い（補助金額確定後）

交付先 社会福祉法人等

交付目的
介護施設等において、新型コロナウイルスの感染が疑われる者が発生した
場合に備え、定期的に換気できるよう、換気設備の設置に要する改修費につ
いて補助することにより、新型コロナウイルスの感染拡大を防止を図る

事業の概要
介護施設等を運営する社会福祉法人等に対して、換気設備の設置に要する
工事費等（補助上限：１㎡あたり4千円）

名　　称 介護施設等における換気設備設置事業補助金

新規補助金概要シート

番　　号 所　　管 福祉局高齢者施策部高齢施設課



(様式17)

(1) 補助内容

法律 □ 条例 □ 規則 □ □ 要綱 ■

国 □ (　　) 府 ■ (10/10) □ (　　) 無 □

国 □ (　　) 府 □ (　　) □ (　　) 無 □

□ □ 無 ■

有 □ 無 ■

有 □ 無 ■ 有の場合
その理由

(2) ガイドラインにおける基本的視点

1

2

3

4

(3) 補助効果の測定

名　　称 介護サービス継続支援事業補助金

新規補助金概要シート

番　　号 所　　管 福祉局高齢者施策部介護保険課

交付先 介護サービス事業所・介護施設等

交付目的
障がい福祉サービス施設・事業所等が、関係者との連携の下、感染機会を減らしつつ、必要な
障がい福祉サービス等を継続して提供できるよう、通常の障がい福祉サービス等の提供時で
は想定されない、かかり増し経費等に対して支援を行うことを目的とする。

事業の概要

介護サービスを行う事業所・施設等における感染症対策の徹底のため、事業所・施設
等の消毒・清掃費用・マスク、手袋、体温計等の衛生用品の購入費用・事業継続に必
要な人員確保のための職業紹介料、（割増）賃金・手当、旅費・宿泊費等、必要となる
かかり増し費用を支援する

３算定額及び積算

・対象事業所見込数　494事業所・・・①
・補助金平均単価　418千円・・・②
・補助率10/10・・・③
①×②×③＝206,770千円(令和３年度予算算定額)

事業開始年度 令和2年度 交付方法 通常払い（補助金額確定後）

根拠規定等 契約・債務負担行為等

法律・条例等の名称

補助率等 補助基準額、上限：交付要綱別表１～４参照（※2）　補助率：10/10

財源の有無 その他( 　　　　　)

本市以外からの直接補助 その他( 　　　　　)

交付先の分類 法人

性質別分類 その他事業補助

終　　期 令和３年度

公　　募 有(提案型) 有(提案型以外)

市民の参画

再補助の有無

基本的視点 説明

「公平性」(他団体や市民との間で公平
であり、交付先が適正に決定されてい
る)

全ての介護サービスを行う事業所・施設等において起こりう
る状況であるため、公平性は保たれている。

効果測定方法 感染拡大を防止し、介護サービスの安定した提供体制の確保

「必要性」(目的・内容に、補助を行うに
足りる公益性が認められる)

介護サービスを行う事業所・施設等が、感染機会を減らし
つつ必要な介護サービスを継続して提供する為には、通常
想定されないかかり増し経費への支援が必要である。

「妥当性」(対象経費や金額、補助率が
妥当かつ明確である)

府要綱に基づき、新型コロナウィルス感染症対策として事
業を実施しているため妥当である。

「有効性」(補助効果があり、他の手法
でなく補助によることが施策目的実現
に最適である)

通常時では想定されないかかり増し経費を補助すること
で、介護サービス事業所等のサービス継続を支援するとい
う事業目的実現に最適である。



(様式17)

(1) 補助内容

法律 □ 条例 □ 規則 □ □ 要綱 ■

国 □ (　　) 府 ■ (3/4) □ (　　) 無 □

国 □ (　　) 府 □ (　　) □ (　　) 無 ■

□ □ 無 ■

有 □ 無 ■

有 □ 無 ■ 有の場合
その理由

(2) ガイドラインにおける基本的視点

1

2

3

4

(3) 補助効果の測定

名　　称 保護施設の衛生管理体制確保支援等事業補助金

新規補助金概要シート

番　　号 所　　管 福祉局生活福祉部保護課

交付先 社会福祉法人等

交付目的
保護施設で新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、建物及び
設備の消毒に要する費用を補助する。

事業の概要
事業継続が必要な保護施設において、新型コロナウイルス感染症が発生し
た際の建物及び設備の消毒を事業者へ依頼する際の経費を本市が補助す
る。

３算定額及び積算 施設消毒経費：補助対象経費500千円×７施設＝3,500千円

事業開始年度 令和３年度 交付方法 通常払い（補助金額確定後）

根拠規定等 契約・債務負担行為等

法律・条例等の名称

補助率等 補助基準額：－、補助率：100％（上限：－）

財源の有無 その他( 　　　　　)

本市以外からの直接補助 その他( 　　　　　)

交付先の分類 法人

性質別分類 その他事業補助

終　　期 令和３年度

公　　募 有(提案型) 有(提案型以外)

市民の参画

再補助の有無

基本的視点 説明

「公平性」(他団体や市民との間で公平
であり、交付先が適正に決定されてい
る)

保護施設運営法人については生活保護法に定めるとおり
社会福祉法人であり、交付先は適正である。

効果測定方法 保護施設等の安定的な運営

「必要性」(目的・内容に、補助を行うに
足りる公益性が認められる)

国内における新型コロナウイルス感染症の発生状況をふ
まえて、保護施設等の入所者、利用者及び職員を対象とし
た感染拡大防止を目的としている。

「妥当性」(対象経費や金額、補助率が
妥当かつ明確である)

府要綱に基づき、新型コロナウィルス感染症対策として事
業を実施しているため妥当である。

「有効性」(補助効果があり、他の手法
でなく補助によることが施策目的実現
に最適である)

補助により保護施設等の事業継続が見込まれる。



(様式17)

(1) 補助内容

法律 □ 条例 □ 規則 □ □ 要綱 ■

国 □ (　　) 府 ■ (3/4) □ (　　) 無 □

国 □ (　　) 府 □ (　　) □ (　　) 無 ■

□ □ 無 ■

有 □ 無 ■

有 □ 無 ■ 有の場合
その理由

(2) ガイドラインにおける基本的視点

1

2

3

4

(3) 補助効果の測定

名　　称 保護施設における感染症対策支援等事業補助金

新規補助金概要シート

番　　号 所　　管 福祉局生活福祉部保護課

交付先 社会福祉法人等

交付目的
新型コロナウイルス感染症のリスクに直面し入居者支援に従事する保護施
設に対し、事業を継続的に実施していくために必要な経費を補助する。

事業の概要

新型コロナウイルス感染症関連の保護施設で発生したかかりまし経費を対象とする。（1施設上限50万円）
①他施設で感染者が発生した場合において、自施設から応援職員を派遣した際にかかる追加人件費
②医療機関や保健所等とのクラスター発生時等の情報共有のための通信運搬費
③職員が勤務時間外に消毒・清掃等を行った場合の超過手当等、通常想定していな感染症対策関連の経
費
　など

３算定額及び積算 事業継続に必要な経費：補助対象経費500千円×13施設＝6,500千円

事業開始年度 令和３年度 交付方法 通常払い（補助金額確定後）

根拠規定等 契約・債務負担行為等

法律・条例等の名称

補助率等 補助基準額：－、補助率：100％（上限：500千円/施設）（府費3/4）

財源の有無 その他( 　　　　　)

本市以外からの直接補助 その他( 　　　　　)

交付先の分類 法人

性質別分類 その他事業補助

終　　期 令和３年度

公　　募 有(提案型) 有(提案型以外)

市民の参画

再補助の有無

基本的視点 説明

「公平性」(他団体や市民との間で公平
であり、交付先が適正に決定されてい
る)

保護施設運営法人については生活保護法に定めるとおり
社会福祉法人であり、交付先は適正である。

効果測定方法 保護施設等の安定的な事業運営の継続

「必要性」(目的・内容に、補助を行うに
足りる公益性が認められる)

新型コロナウイルス感染症のリスクに直面し入居者支援に
従事する保護施設に対し、事業継続の支援を目的としてい
る。

「妥当性」(対象経費や金額、補助率が
妥当かつ明確である)

府要綱に基づき、新型コロナウィルス感染症対策として事
業を実施しているため妥当である。

「有効性」(補助効果があり、他の手法
でなく補助によることが施策目的実現
に最適である)

補助により保護施設等の事業継続が見込まれる。


